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○議長（吉田敏郎） 

 続きまして、５番、茅沼隆文議員、どうぞ。 

○５番（茅沼隆文） 

 ５番、茅沼です。それでは、「南部地域の定住促進策は。」について質問をいた

します。 

 ５年ほど前のことになりますけれど、国立社会保障・人口問題研究所が発表した

推計では我が国の人口は２０１５年の１億２千７０９万人をピークに減少が進んで、

２０６５年では８千８０８万人と推計されておりました。 

 同じ時期に日本創成会議・人口減少問題検討分科会が、２０４０年までに全国１

８００市町村のうち約半数の８９６市町村が消滅する可能性がある。また同時点ま

でに人口１万人を切る５２３の自治体はとりわけ消滅の危険性が高いと発表して以

来、人口減少、少子高齢化という言葉が日常的に使われるようになりました。 

 昨年発表された、平成２７年の国勢調査に基づく人口推計でも同じ推計値が発表

されており、今後、２１世紀の大半を通して人口の減少が続くということは非常に

確度の高いことであると断定しております。 

 本町では、第五次総合計画で２０２２年度１万９千３００人をピークとして緩や

かに人口が減少していくのが、既存市街地などの都市機能を高めることにより２０

２４年度の人口を２０２２年度と同じ１万９千３００人としております。 

 本町では、６．５５平方キロメートルの町域を北部、中部、南部と三つの地域に

大別してまちづくりを進めてまいりました。 

 特に、南部地域は南部土地区画整理事業として平成１９年に組合を設立し、２７

ヘクタールの土地を約７３億円かけて開発して、戸建住宅４００戸、計画人口１千

２００人を目標に事業を進め、平成２７年には街開き式を開催し、その数年後の平

成３０年４月にはみなみ自治会が誕生いたしました。 

 その中では本年１０月１日には、町の人口が１万８千人を超えて人口の増加が続

いておりますが、みなみ地区ではここに来て住宅建設等の一服感があるように見え

ます。そこで当初の計画人口に対して、現在の状況をどのように評価しているのか、

また南部第３地区保留フレームの進捗状況を含めて今後どのような定住促進策を進

めていくのか。町の考え方をお聞きいたします。よろしくお願いします。 

○議長（吉田敏郎） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 それでは、茅沼議員の御質問にお答えします。全国的に人口減少が進む中で、開

成町は現在もなお、人口増加傾向を維持しておりますが、２０４０年をピークに減

少傾向に転じることが推計されております。 

 また、老年人口の増加率が、年少人口や生産年齢人口の増加率を大幅に上回るこ

とから、高齢化が急速に進展するものと考えられております。この状況に対して、

短期的には、転入超過による社会増を基調とする定住人口の拡大を図りつつ、次代
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の社会を担う子どもたちを安心して産み育てられる環境づくりを進めること。中長

期的には、出生率の改善による自然増を基調とする、定住人口の拡大を図っていく

ことを目的に、２０１５年度から２０１９年度までの５年間を計画期間とする「開

成町 まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定をし、課題解決に向けた取り組み

を進めてきました。 

 総合戦略における課題解決に向けた方向性として、社会増対策として「若年層を

主なターゲットにした定住促進」、自然増対策では「妊娠・出産・育児の希望の実

現」、超高齢社会の対応では「健康長寿のまちづくりの推進」を掲げ、第五次開成

町総合計画に即した事業展開を図っております。 

 主な成果として、社会増対策の取り組みにより、平成２７年度の国勢調査におい

て１万７千１３人だった人口は、本年１１月時点で１万８千３５人となり、およそ

４年間で１千人余りの人口増加が見られております。 

 また、人口増加率においては、平成３０年度中の県全体の増加率０．２９％と比

較して、開成町の人口増加率は１．０８％と県内市町村では最も高くなっておりま

す。 

 自然増対策の取り組みにより女性１人が生涯に産む子どもの推定人数を示す合計

特殊出生率は前年の１．４８％から０．３３ポイント上昇し、１．８１％と大幅に

改善をいたしました。政府による当面の目標１．８％を達成するとともに、子育て

環境及び教育の充実に向けた施策の効果は生産年齢人口の増加にもつながっており

ます。 

 超高齢社会の対策も奏功し、平均寿命が男性８２.１歳、女性８７．９歳となり、

男女とも県内市町村で最も長寿となるなどの成果があらわれております。 

 今後もこれまで町が進めてきた取り組みを継続するとともに、今年度から施行し

た、第五次開成町総合計画後期基本計画に沿ってさらなる町の活性化実現に向けた

取り組みを推進してまいります。 

 ではここからはみなみ地区の現状と評価についてお答えをいたします。 

 平成２７年の南部地区土地区画整理事業竣工後のみなみ地区につきましては、順

調に住宅の建設が進められるとともに、企業の進出や商業施設の出店が相次ぐなど、

着実にまちづくりが進展をしております。 

  みなみ地区の約２６．７ヘクタールのうち、道路や水路、公園、学校用地を除く

宅地の面積は約１５．９ヘクタールであり、このうち土地区画整理事業竣工後４年

余りで約５６％の土地利用が進んでおります。その結果、みなみ地区の人口は令和

元年１１月１日現在１千１１０人と、これは計画人口１千２００人に対して、約９

２．５％に達する状況であります。 

 土地区画整理事業において竣工後の施行地区の土地利用が全体的に進展するには

通常１０年はかかると言われておりますが、四年余りでここまでの状況に達したこ

とをとてもうれしく思っております。 

 これは、みなみ地区が小田急線開成駅に近接していること、また、南部地区土地
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区画整理事業によって、質の高いまちづくりが行われたことによるものであると考

えております。 

 議員、御指摘の一服感ということでは、これまでの急速な住宅等の建設が、ここ

で通常の進捗度合いとなったと捉えております。 

 また、さらにみなみ地区の定住促進を進めるということでは、駅前通り線周辺地

区土地区画整理事業を推進していきます。開成駅につながる駅前通りの整備により、

みなみ地区と道路ネットワークの機能が強化されます。さらにその周辺の面的整備

により商業系土地利用が促進され、密度の高い街並みが形成されることによって周

辺企業や居住者の利便性が向上し、みなみ地区の定住促進に大きな影響があるとと

もに、開成駅の広域的な拠点機能が一層高まり、町全体の活性化を図ることができ

ると考えております。 

 最後に、南部第３地区を含めた今後の定住促進策についてお答えをいたします。

南部第３地区については、現行の市街化区域について成熟化が促進することにあわ

せて新たな市街化区域を計画的に拡大するために考えている地区で、開成町都市計

画マスタープランに位置づけている将来的な定住対策を予定している地区でありま

す。 

 南部第３地区は、神奈川県から第７回線引き見直しにおいて、新市街地の検討を

進めていく地区として、保留フレームに位置づけがされているところであります。

町としては基本的に住居系の土地利用の方針でありますが、市街化区域の人口定着

の進行見ながらまちづくりのバランスとして若干は商業系も考えていきたいと思っ

ております。 

 現在の取り組みについて、町も連携しながら地元による主体的なまちづくりを進

めるため地権者と町による「街づくりを考える会」の発足を検討しているところで

あります。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 ただいまの答弁によりまして、町では具体の定住促進策として「開成町 まち・

ひと・しごと創生総合戦略」により取り組んできているということでした。 

 今回の私の一般質問は、定住促進策全般となるときわめて全体的な話になります

ので、当然答弁にもありましたように「開成町 まち・ひと・しごと創生総合戦略」

で言えば、「住みたい・住み続けたい・訪れたいと思える“まち”を創造する」の

基本目標１に関することと、通告のとおり、特に南部地域の開発関係に絞って再質

問をしていきたいと思います。 

 まず南部地域の開発について基本的なことから質問をしたいと思います。南部第

３地区は保留フレームに位置づけされているとのことでしたが、保留フレームとは、

いわば市街化区域予備軍として一定のインフラ整備を実施することを担保として、
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市街化区域に組み入れていくものというふうに理解しております。本町では南部地

区土地区画整理事業地区が、保留フレームとしてはじめて設定されたものと記憶し

ておりますが、これが完了するまでには数十年の歳月を要しました。この南部第３

地区保留フレームについても、３年前の平成２８年に県の告示がされたようですけ

れど、市街化区域に編入されて住宅が建設されるまでにどのくらいの期間を見込ん

でいるのか、また事業の進捗状況など、事業全体のスケジュールについてお分かり

でしたら御答弁願います。 

○議長（吉田敏郎） 

 街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 お答えします。まず南部第３地区についての御質問ということで、こちらの南部

第３地区についての保留フレームということについて、御説明をさせていただきま

す。 

 この保留フレームにつきましては、増加する人口等が市街化区域内に収容できな

い場合、その受け皿として、市街化調整区域内に市街化区域への編入を保留する区

域ということを設定しまして、議員おっしゃるとおり、土地区画整理事業などによ

る計画的な市街地整備が確実になった時点で、随時、市街化区域に編入をする制度

でございます。 

 南部第３地区につきましては、新市街地の候補地として、平成２８年１１月に神

奈川県による保留フレームの設定がされたというところでございます。神奈川県で

は、このような区域、区分の見直し、保留フレームにつきましては、おおむね５年

ごとに県内一斉に行われてございます。これにあわせまして、この保留フレームを

設定した地区につきましても、県はその地元の合意等の状況について、進捗状況を

チェックされるということでございます。 

 したがって、その進捗状況によりましては、南部第３地区の保留フレームの設定

が継続されるというわけではございません。その上で、現在の南部第３地区の取り

組みということで申しあげますと、町長答弁にもありましたとおり、町は今現在、

地元と連携しながら、地元による主体的なまちづくりを進めたいということで検討

している段階でございます。現時点におきましては、スケジュールというものにつ

いて、はっきりしたものはございません。今後、地元との考える会という中で、ス

ケジュールも含めて検討していくという状況でございます。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 今、検討している段階であって、具体的な事業スケジュールはまだ策定していな

いということでしたけれども、大体の感覚でですね、具体的にこの南部第３地区の

土地区画整理事業というのは、先ほどは南部土地区画整理事業では１千２００人と
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いうふうに申しあげましたけれど、この地域では、計画人口は何人なのか。また、

区域がもう既に設定されているのかどうか。また新しい地域ですので地権者はどの

くらいいらっしゃるのかどうかということ。さらに先ほど地権者の方々と「街づく

りを考える会」をつくりたいというようなことを御披露いただきましたけれども、

どのような会をどのような形でつくっていかれるのか。そのスケジュールなども、

あわせてありましたら御答弁願います。 

○議長（吉田敏郎） 

 街づくり推進課長。 

○街づくり推進課長（高橋清一） 

 お答えします。それでは南部第３地区における地元の関係等の概要等というとこ

ろでございます。まず、計画人口ということで申しあげますと、先ほど保留フレー

ムということを申しあげましたが、この中で本地区に対する人口枠ということでは、

県のほうは約４００人ということで設定がされております。よって、この南部第３

地区について、町のほうでは計画人口約４００人程度という形の中で考えていると

ころでございます。 

 区域につきましては、その計画人口４００人ということから、およその面積とし

まして７ヘクタールというような区域の設定で考えてございます。 

 具体的な区域の位置ということで申しあげますと、現在のみなみ地区の南側に隣

接している区域でございまして、都市計画道路山北開成小田原線を含んだ区域でご

ざいます。ただ、現時点で検討している区域と申しあげており、地元との検討状況

によって、その区域の大きさについては変わってくるという可能性がございます。  

 そして、この区域の中の対象地権者ということで、この７ヘクタールということ

では、地権者の方は３２名という形で把握をしてございます。 

 大きな考え方ということでは、土地利用という部分で言いますと、基本的には、

住居系ということですが、町長答弁にもあったとおり、若干商業系というのは、全

体のまちづくりのバランスを考えながら考えていきたいというところでございます。 

 今後、スケジュールというようなところでございますけども、今現時点で、その

発足に向けた投げかけというのはこれからというところでございますので、その状

況によってということになります。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 今までの状況、答弁で、まだスケジュールづくりもこれからだということで理解

いたしました。現在は、国では人口減少、少子高齢化が進んでおりまして、我が開

成町でも、今日現在では人口が増えておりますけれど、いつまでも増え続けていく

ということはあり得ないと思います。具体的には、答弁にもありましたように、「開

成町 まち・ひと・しごと創生総合戦略」の人口ビジョンによりますと、２０４０
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年をピークに、本町でも人口の減少期に入っていくと推測、検討されております。

第３地区土地区画整理事業が、みなみ地区の土地区画整理事業と同じように、これ

からも何十年もかかってでき上がっていくということでは、この人口減少の流れの

中で、今張り付いているような人口の増加が見込め、ずっと続くということについ

ては甚だ疑問に思っているところであります。よって、先ほどの人口ビジョンの推

計からも、この先１０年くらいがかなり重要な時期であろうと思っておりますが、

この事業に対して、町としてどのようなスタンス、覚悟で取り組んでいくつもりで

いるのか、改めて見解をお聞きしたいと思いますが。 

○議長（吉田敏郎） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 確かに２０４０年、人口減少に入っていく予測はあります。それは開成町が何も

しなければということもありますので、できるだけそういうことがないように、計

画的にそれをできるだけ先に、人口減少を延ばすような、また、成熟した開成町に

していくというのが、すごく大きな課題だと思います。 

 今、茅沼議員が１０年くらいという話がありましたけれども、なかなか１０年で

人様の土地をうまく進めていくというのは、難しい課題があります。また、駅前通

り線という大きな課題も今、町は進めておりますので、できるだけそういうところ

のバランスをとりながら、将来に向けた道筋はきちんと、南部地区においてつけて

いくということが、まず第一なことだと思いますので、できるだけ計画的に地権者

の合意を得ながら、第３地区においては進めていきたいという考えは持っておりま

す。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 将来に向かっての道筋をきちんとつけていくというのは、とても大切なことだろ

うと思います。たまたま今、町長のほうからの答弁がありましたけれど、駅前通り

線の区画整理等々も含めて、南部第３地区の保留フレームの事業を進めていくとい

う意味では、今、職員体制もなかなか難しいところがあるのではないかなと思いま

す。今回の１２月定例会議で、職員の定数に関する条例改正も提案されております

けれど、含めてこの体制をどのようにしてこの南部地域、それから駅前通り線はま

た別な話ですからいいのですが、どのような体制で持っていくことを検討されてい

るのか、さわりだけでもよろしいですから、ちょっと御答弁いただけますでしょう

か。 

○議長（吉田敏郎） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 
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 今回の議会で、機構改革、新庁舎にあわせて機構改革を考えておりますので、そ

の提案の中には出てくると思いますけれども、やはりそれ専任の部署をきちんとつ

くってやっていかなければならないほどの、区画整理事業というのは大きな事業だ

と思っていますので、それなりの体制を機構改革の中でつくっていきたいと、整え

ていきたいというふうに考えております。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 私もそういうふうな答弁を期待して、今、申しあげたとおりですが、しっかりと

進めていっていただきたいと思います。これまで南部地区の定住促進について、質

問してまいりました。ここで開成町の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」につい

て、質問をしていきたいと思います。 

 創生総合戦略の社会増対策である、若年層を主にターゲットとした定住促進につ

いては、みなみ地区の特徴として、圧倒的な若い世代の定住が顕著であるというこ

とから、土地区画整理事業などによって、質の高い良好なまちづくりを計画的につ

くっていくということが、一定の定住促進につながっていくということがある意味

では実証されているというふうに思います。 

 ただ、もう一歩先を見た時に、さらなる定住促進に向けては、継続的な外部発信

が重要なことだろうなと思っております。せっかく良質なまちづくりをしても、外

部へのアピールがなければ人がなかなか集まってこないのではないかと思っている

ところです。 

 創生総合戦略においても、定住プロモーションの展開やブランディングの推進に

ついてうたっておりますけれど、計画におけるそれぞれの重要業績評価指標である

ＫＰＩの達成度などについてもお聞きしたいと思います。また、数値目標である、

人口の社会増減１千５００人についての達成度も合わせて御答弁いただけるよう質

問をお願いします。 

○議長（吉田敏郎） 

 企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 御質問にお答えしたいと思います。総合戦略の基本目標１のところのＫＰＩの達

成状況ということでございます。まず、三つほど、ＫＰＩを設定してございまして、

一つ目、子育て世代を主なターゲットとした定住促進のところで、３０歳代の社会

増減を掲げてございます。こちら平成２４年から平成２６年の年間の社会増減数４

１．３人を基準値として、目標値を５００人と設定しております。年間に直すと１

００人というようなことになります。平成２７年から令和元年の累計で、こちらが

３６１人というふうになってございまして、年間に直しますと７２．２人というこ

とで、未達成の状況でございます。 

 二つ目、魅力ある観光交流拠点づくりの推進ということで、あしがり郷瀬戸屋敷
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の来園数を設定してございます。２６年度の来園数３万９千１２２人を基準値とし

て目標値を約倍数の７万５千人に設定してございます。平成３０年度の来園者数が

３万９千２３５人というふうになってございまして、達成率５２．３％となってご

ざいます。ただし、北部拠点整備等によりまして、令和２年度以降、来園数の増加

が見込まれるということで、総合計画におきましては、後期において７万人の目標

値を改めて設定してございます。 

 三つ目、ブランディングの推進におきまして、開成町に住み続けたいと思う町民

の割合を設定してございまして、総合計画前期基本計画策定の際に行いました開成

町町民意識調査の数値が７６．６％でございましたものに対して、目標値を８０％

と設定してございます。昨年後期基本計画策定時に実施いたしました、開成町町民

意識調査におきましては、８２．３％となりまして、５．７ポイントプラスという

ふうになってございまして、達成ということになっております。 

 ＫＰＩ三つにつきましては、三つのうちの一つが達成というような状況でござい

ます。 

 それと数値目標、人口の社会増減の数値につきましては、こちらちょっと令和元

年度の数値が反映したものはございませんが、基準値が同じく平成２４年から平成

２６年３年間の年間の社会増減数、基準値が１４３．６人に対しまして、目標値を

１千５００人、年間３００人と設定してございます。こちらにつきまして、実績値

といたしましては、平成２７年から平成３０年の４年間、こちらが４年間で８８９

人の社会増となっておりまして、年間にしますと２２２人、達成率７４％というふ

うな状況になってございます。 

 以上でございます。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 なかなか一度設定した、ＫＰＩ達成するのも難しいところにもあるように聞こえ

ますけれども、いずれにしても、開成町に住んで良かったと、こう思っていらっし

ゃる方々が８２％いらっしゃるということは大きな財産になっていくなと、こんな

ふうにも思いますので、引き続きこの辺の数値目標を忘れることなく追いかけてい

ただいたほうが良いと思います。 

 また、以前の一般質問で、開成町の良いところ、魅力を見出して、町の内外に広

くアピールしていくべきだという、こういうことが満足度につながってきているの

ではないかなと、こんなふうにも思いますけれども、まだまだブランディング戦略

ということでは、やるべきことが残されていると思います。これからそのブランデ

ィングをもとにした具体的な外部発信、つまり、広報活動とプロモーションを定住

促進策に向けて、どのように展開していく計画があるのか、御答弁願います。 

○議長（吉田敏郎） 

 企画政策課長。 
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○企画政策課長（岩本浩二） 

 御質問にお答えをさせていただきます。ブランディング事業につきましては、町

民の皆さんに対しましては、開成町への愛着や誇りを醸成する。また、町外の方に

対しましては、町の魅力を発信して、町の認知度を高めるというようなことを目的

に事業を進めてまいりました。 

 今後におきましても、田舎モダンですとか、あじさいちゃん、また先日も出てお

りましたＳＤＧｓなど、開成町の魅力を発信するさまざまな媒体ですとか、手段を

活用いたしまして、これからもブランディング事業を継続していきたいというふう

に考えております。また、広報活動におきましては、広報ですとか、ホームページ、

ＳＮＳなど、また、マスメディアなども積極的に活用いたしまして、人や活動を中

心とした開成町の元気を発信することで地域の活性化を促して、さらなる定住人口

交流人口の拡大を図っていきたいと考えてございます。 

 まだまだやれることがあるという御指摘をいただいたわけでございますが、これ

までの５年間かなり幅広い活動してきたということはございます。 

 今後につきましては、情報発信を通じて、人と人をつなげたり、個々の活動をつ

なげていったり、広げていったりするようなきっかけづくりをしていくような、コ

ーディネート役として、そのような活動もさらに意識をしながら取り組んでまいり

たいと考えてございます。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 広報活動というのは、とても重要な事業でありまして、どのような施策を打った

としても、きちんと町民の方々、また、町の内外に広くアピールしていないと余り

効果が十分出ないということになりますので、今、おっしゃった広報活動、ＰＲ、

積極的に進めていっていただきたいと思います。私のほうから今、申しあげるのは

非常に場違いかなと思いますけれど、以前、１年ほど前に、戦略的広報のあり方と

いうことでお話をお聞きしたことがあります。その結果、去年の１０月だか、１１

月だかの広報かいせいが金賞を取ったというふうな良いニュースがありました。ま

た、先般発行された広報かいせい１１月号では、弥一芋でしっかりと見開きのとこ

ろに大きく写真が載っていて、なるほど開成町の広報誌は変わってきたなというこ

とを実感するようになりました。そのような動きをこれからもますます積極的に続

けていっていただきたいと思います。 

 また、プロモーションについては創生総合戦略でＳＮＳの活用や、（仮称）こど

もフェスタの開催など、子ども向けイベントなどについていろいろな記述がありま

すけど行政だけの力では限界があるようにも思います。町民はもとより、民間機関

や団体を含めた、まさに協働の取り組みによってこれらの効果が大きく発揮されて

くのではないかと思いますが、それらの仕掛けについて何か考えていらっしゃる施



－１００－ 

策があれば、御披露いただきたいと思います。 

○議長（吉田敏郎） 

 企画政策課長。 

○企画政策課長（岩本浩二） 

 それでは、お答えをさせていただきます。これまでも自治会活動を中心とした協

働の取り組み、こちらのほうにつきましては、第五次総合計画の中で進めてきてい

るところでございますが、協働の考え方もかなり浸透してきたというような流れの

中で、昨今、町民の皆さんが主体となって、町民主導の活動がかなり行われてきて

いるというようなことがございます。 

 先日、発足いたしました「開成町１００人カイギ」、こちらなど、まさに町民主

導で町内外のコミュニティを広げること、これを趣旨とした活動を展開をされてお

りますし、民間の事業者、こちらの方が主導で、稼げる農業の仕組み、こちらをつ

くっていくというような枠組みが動き出すなど、多彩な活動が生まれているところ

でございます。 

 我々とすれば、これらの動きにつきましては、人口増加がある意味もたらす効果

だというふうにも理解してございます。議員御指摘のとおり、これからも協働をキ

ーワードにして、この流れをとめないように、町としてもさまざまな町民や企業に

皆さんとしっかりつながりを持ちながら、また、これからの活動や取り組み、こち

らを町の魅力として発信をしていくというような対応をしていくことで、さらなる

効果、相乗効果を生み出していけるように努めてまいりたいというふうに考えてご

ざいます。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 いろいろな取り組みのことを御披露いただきましたけれども、ぜひ計画をしっか

りと進めていっていただきたいと思います。また、「開成町 まち・ひと・しごと

創生総合戦略」では、計画期間が今年度で終了するとなっておりますけれど、具体

的に次期計画にもそれらのことを反映していただけるようにお願いしておきたいと

思います。 

 また、今、協働についてのお話がありましたけれど、協働については一言お聞き

しておかなければならないということがあるように思います。開成駅周辺の開発に

ついては、今までの歴史を振り返ってみますと、当然、大手鉄道企業との連携は避

けられないと、このようにも思います。また、まちづくりには民間企業との連携も

大変重要なことと考えておりますけれど、これらの連携事業、連携、提携したり、

いろいろな連携を組んでるわけですけれど、これらの事業については、トップ自ら

の積極的な関わり具合、行動が必要だろうと思います。この点に関して、町長の御

意見はいかがでしょうか。 
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○議長（吉田敏郎） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 先ほど、ほかの議員さんからも、駅前のロータリーの整備ほか、駅前開発につい

ての話が出ましたけども、駅周辺の絵をどうやってこれから描いていくか、まず先

にしていかなければいけないのかなと考えています。 

 駅前ロータリーだけではなくて、確かに急行が停まりましたから、それにあわせ

た駅周辺整備は必要だと思いますけれども、それにあわせて駅前通り線、先ほどの

第３地区、みなみ地区周辺をどのような町にしていくかと、そういうものをなかな

か口で言っても伝わりにくい、イメージが湧きにくいということがあるので、イメ

ージ図ではないですけれども、絵にして、このような形、駅周辺はなるのだなとい

うのが、目に見えるような形をできるだけ早くつくっていくというのが必要だと思

います。そういうのをもって、小田急だけではなくて、やはり開発者、デベロッパ

ーも含めて、駅前通り線をつくった以上は、そこに商業施設ほか、きちんとしたも

のをつくらなければいけない。町ができるわけではないので、そういうものをやっ

ていただけるような事業所と手を組んで、きちんと進めていくというのが、すごく

大事になってくると思うので、そういうのを含めて、まずできるだけ早く、開成駅

周辺の将来のイメージ図、未来図を描いて、それをもとに、できるだけ早く多くの

事業所との連携ができるように、もちろん小田急はもちろんですけれども、巻き込

みながら、事業を進めていければなと考えております。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 そのとおりです。「国立社会保障・人口問題研究所」の推計では、我が町の人口

は来年の２０２０年に１万６千８４３人をピークとして、２０４０年では１万６千

２１５人になるというふうに予測しておりました。一方で、本町の人口は、先ほど

申しあげましたけれど、本年１０月で１万８千人を超えて、「開成町 まち・ひと・

しごと創生人口ビジョン」でも、２０４０年の人口１万９千４００人というふうに

推計しております。 

 本日、一般質問で、定住促進については、みなみ地区のような質の高いまちづく

りを行うことによって、若い世代が住み着いて、結果として、「国立社会保障・人

口問題研究所」の人口推計よりも人口が増えてくんだということが実証されたとい

うふうに思います。 

 冒頭、私が申しあげましたように、みなみ地区の住宅建設に一服感を感じるとい

うのは、せっかく良質な街をつくるといった、いわゆるハード事業がうまくいって

も、それに伴うソフト事業の取り組みが行われなければ、定住促進の結果につなが

っていかないというふうに思っているからでありまして、南部第３地区の一般保留
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フレーム計画についても、社会情勢全般を適切に判断して、スピード感をもった取

り組みを進めていただきたいと思います。 

 開成駅は、この春から急行の停車駅にもなりました。もう一歩進んだ新しいまち

づくりに向けて、まだまだ取り組んでいかなければならないことがあるというふう

に思います。これからも我が町全体をさらに活気ある町として、そしていつまでも

持続可能な発展を続ける町であるということを目標として、基盤整備のハード施策

と、プロモーションによるソフト施策、すなわちブランディングに基づいたプロモ

ーションの総合的な戦略の取り組みを積極的に進めていただきたいと思います。 

 これらのことを具体的に進めていくということが、第五次総合計画の将来都市像

として掲げている、「明るい未来に向けて人と自然が輝くまち・開成」、「いつま

でも住み続けたいと思えるまちづくり」、さらに一人でも多くの方に開成町に住ん

でいて良かったなと実感していただくことができるまちづくりを具現化する方策で

あろうと思います。 

 次の国税調査でも、開成町が人口の伸び率県内トップになるということを期待し

ております。そのことによって、足柄地域の発展の牽引役として開成町の位置づけ

が確立されていくようになりますし、またこの地域の発展に大きく開成町が寄与す

ることができるというふうにも思っております。 

 最後に総括的なコメント、町長ありますか。 

○議長（吉田敏郎） 

 町長。 

○町長（府川裕一） 

 今、南部地区をはじめ、土地基盤整備の話、ハードな話がありましたけれども、

以前、茅沼議員が、町のブランディング戦略の必要性を一般質問の中でされたこと

を思い出しますけれども、４年前、開成町が町制６０周年を記念に、ブランディン

グ戦略を立てました。私がそこが一番大きな開成町の伸びるきっかけにもなってい

るのかなと。 

 先人の人たちが、区画整理ほか、さまざまそういう事業を含めてやっていただい

た上に、そのブランディング戦略で、開成町の良いところをイメージ戦略として、

外に発信し続けた。 

 特にこの近年においては、若い世代の人たちに移り住んでもらえるようにという

ことで、集中的に子育て支援を充実させてきました。支援センターをつくったり、

保育所を増設したり、ソフトにおいては、小児医療費を中学生まで延ばしたり、病

児保育をやったりと。幼稚園も３年保育にしたと。さまざまなことを集中的にやる

ことによって、みなみ地区にも若い子たちが移り住んでくれた。これはブランディ

ング戦略とかつ具体的な政策を組み合わせて、外にうまく発信できた結果ではない

かなというふうに考えています。 

 また、駅周辺だけではなくて、先ほど課長が言いましたけれども、北部の活性化

の中で、瀬戸屋敷周辺整備を今しておりますけども、それだけではなくて、瀬戸酒
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造店という３８年ぶりに昨年、醸造所が復活したということが、またこれが大きな

意味を持つと思っています。東京に、オリエンタルコンサルタンツに出資していた

だけるように、お願いに行ってきました。開成町の今伸びてる現状、瀬戸屋敷周辺

整備をオリンピックを目処に、県が箱根と南の道を結ぶということの１大チャンス

と捉えて、今、北部地域に力を入れているということを、話をさせていただいて、

そのためには、酒蔵が復活することが大変重要だということの中で、再生をしてい

ただいた。結果として私も想像はしてませんでしたけども、醸造所が再開して１年

で、イギリスで、フランスで日本酒の賞を取ったという、大変画期的なことが今、

開成町の中で起こっている。要は開成町の酒蔵が世界ともつながったのですね。と

いうことは、開成町も世界とつながっているということの認識の中で、開成町は自

覚を持って、さらにこの県西地域の中核市を目指す中核的な拠点を目指す駅周辺が

ありますので、そういった認識の中でこれからまちづくりをさらに進めていきたい

と考えています。 

 以上です。 

○議長（吉田敏郎） 

 茅沼議員。 

○５番（茅沼隆文） 

 これで私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長（吉田敏郎） 

 これで茅沼議員の一般質問を終了といたします。 

 

 


